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学.J]22巻 5・6号， 1974， p.143) 
以上のように，わが国土地所有における巨大な国家的林野所有を中核生する公有林 ・私
有林の巨大所有の存在は，明治期以降， 一資して，零細農耕をその基底とする零細「私



























































年 度 I(都 9)1(1器2)|(1337)|(127)|(1224泊。)I(品)|(i:引(125)
実面積(万町)
指数(%) 
注) 明治19~昭和10年までは r;jヒ海道林業統計」および「国有林事業成績」昭和20 ， 40年は「北
海道林業統計」より作成，なお，樺太 ・千島は除いてある.
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て5種に地種区分しその処分の具体的な手続を定めたこと 9 ②処分方法を貸付p 付与，
売払，交換の4種としたことにある.
これによって，従来1人10万坪の制限は，地種別に「開墾に供する土地j 150万坪 (500
町歩)， r牧畜に供する土地j 250万坪 (833町歩)，そして「植樹に供する土地8)j 200万坪
(666町歩)と区分され，大巾に拡大された.また会社叉は組合を以てする場合にはp この
















千町歩があり p 差ヲ17.5万町歩が私有化されている. (小関・前掲 p.46表3参照)










む者に対しp 其の事業の為必要な林野を売払うときi1l-J (小関， ifIT掲 p.48参照)は北海道
長官は随意契約で売払うことができるものとなっていた.小関は「国有未開地の植樹地処
分は比較的小面積であったが，この規則によって大地積の私有林が生まれていったという
ことができる」と指摘している (向上 p.49)この国有林よりの直接的売払いはp 明治41
年 (1908)から大正15年 (1926)の18年間に約16万町歩に達したが，そのうち鉱業，重要




規程」では r保有林，風防風致林，水源林」の規程とともにp 薪炭林(1戸当り 4IsJ歩)，
草刈場(同 5町歩)を標準とすることとなっている.41年以降の特定地処分の農地面積




(l9 1O~1926) に区画された殖民地 160万町歩のうち，植樹地は12.2万町歩に達している.
小闘は rこの標準にしたがって選定された植樹地等のすべてが，その後民有林を形成し
ていったわけで、はないが，その一部は固有未開地処分法によって処分され，私有林形成に





























の諸会社， 三井物産にみる如く， 次第に巨大化していったことが指摘されるJ (前掲 p.53)
北海道の私有林面積は大正14年 (1925)に100万町歩であったが，昭和10年 (1935)に
140万町歩に達 し，これ以後昭和30年代まで大きな変化はない. 1980年センサスによると，
その総面積は約 167万 haとなっ ている 12) なお，その巨大所有の現状については拙稿(注
6) を参照されたい.
注 1)因みに，80年センサスにおける農民的林野所有(農家林家)は約198万戸，520万 haであり，





の「停滞性」について Iこれは営農資材源と しての林野所有は既に編成，確立され， 育成的林業に
おける地代よりも，薪炭林， 採草地としての地代が;怠図されているからにほかならない.造林面積の
停滞がこれを示している」としている.(船越昭治 ・安藤琢夫「林野所有の発展に関する基礎的研究」









盾を，自主的な 「村おこし運動」の胎動に着目し，これを「上から」 政策的に包摂するこ とによって
糊塗しよ うとするものにほかならない.山村の特用作物の「平場化」 については岩上欣也 I農 山村
におけるナメコ生産娠輿上の諸問題J(1)'林業技術.!INo.503， 1984年2月)， I村おこし」運動については
奥地正「国土政策と山村J (鷲尾良司 ・奥地正編著『転換期の林業 ・山村問題』第16章，新評社，
1983)を参照、.






























) 北海道の叫地租飢は地糊価の何百分抑の一寸と定め叫られ批た こ品れは， 内川地府限県の土.~~ i;こi比が七ドべれ川ばι与分て、あ100.-~U" v，_ :i 
った. (小関前掲 p.29ならびに『北海道農地改革史(上)dlp.562 1開拓使布達乙25号」参照)
5)高倉新一郎は，この過程を次の 5期に時期区分している.
(1) 土地所有制の確立(明治初年~. 5 年)










































































によるものであり，その後は会社有などの増大(パルプ 6 社で1958~71年に 4 万 ha)，農家林の減少














「特殊性」に関して p 挙げれば以下のようになろう .






ていた.ただ3 この条件と して，利子補給の聞は「本社正副社長及理事」は 「官選」とす
ること p および 「北海道農産物」に対する運賃半額割り引き r北海道移民」の無料輸送
が条件となっていた3) (Ii'北炭七卜年一北海道炭積汽船会社一.111958， p. 27~28 参照，以
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7隻，総トン数は7，305トンになっている. つまり p この30年代末の時点でその主要な事
業であった鉄道，炭砿，汽船の三事業の基礎が確立したのであった.






















































































最大の民間兵器工廠J(同 p.332)となった. この間， 北炭はその本社会長が同社の会長
をかねp 一貫してその経営を掌握していた.なお，この日本製鋼所は，戦後の「経済民主



































28.6%，処分額の 30.6%になっているがp これに対し北炭本社の株のうち3 三井本社













万円 % 取磯締役 ・会長郎 (磯昭和村砕昭は292%14 KK 日本製鋼所 製鋼・兵務 明治 42 同 左 6，000 50.0 村監太 は 和 9~ 年年電北炭社K常本社取会長
2差B自宅E灯 KK 発電 ・電力供給 昭和 8 同 左 400 47.5 社長 (三国は昭和1日 6 本 葬締役三国庄二郎 昭和17年北海道配 K に合
日鉄鉱業 KK 鉱 1.lJ 昭手口 10 " 1，900 39目7 会磯長村量太郎 昭和14年の輪西鉱山KKを日鉄鉱業KK~こ併合
夕張鉄道 KK 石炭運搬 大正 13 " 600 52.8 
社長
三国庄二郎
KK夕張製作所 機械製作・ sl:i手口 13 1 500 100.0 社長 古谷は昭和15~17年本社常務取締役コークス製造 古谷金一郎
天塩鉄道 KK 石炭 ・木材運搬 昭和 14 " 300 66.6 
社長 {帝北室海林野局との共同出資関連(林会野社局出資1町円)
1幾村豊太郎 道人造石油KKの
共立汽 船 KK 海上運輸 大正 11 大正13年 1，000 昭本和社合13年併に 船舶部は，昭和18年に三井船舶KKに談渡
に和買貝収
東幌内炭砿 KK 石炭採掘 ワ 昭 11年 100 80.0 tこ 4又
石炭荷役 ・造船 (大正2，三分昭離和11年に (大正2年明販売事業を三井物産に全汽造面船委託したもの双栄運輸 KK ;):1'に販売部 50 100.0 を昭和11年に分業離と ・独立.なお，共立 の合併により(昭和17年より)委託) -独立 造島船事業を主 する.同18年に双栄船KKと改称
北海道荷役 KK 石炭荷役 sl:i手口 17 向 左 1.000 60.0 代表取締役 {一回はf問日~212本社会長島田勝之助 ニ井鉱山，二井物 との共同出資
昭和砿業 KK 石炭採掘 昭和 7 昭和 16 (500) 吸収 ・合併 従業員282名，鉱員2，166名 計2，448名(浅野財閥系)
海外|鉱業開発KK 鐙燐鉱石・ 昭和 18 問 左 100 42.0 三井物産との共同出資石採掘
茅i沼炭化砿業KK 石炭採掘 昭和 7 昭和 18 ワ 40.0 社長
北海道人造石油 石 油 " 7，000 10.7 高締藤介|欽一郎 三量井州は，三昭菱和j5住~友1電22と本の社共コ常同務出取資締役KK 昭和 13 取役
井暢一郎 井は年昭和北12~15 IE向に 上





















〔コークスの製造〕 明治33年 (1900)に，滞貨した粉炭の処理施設として， 営業目的に
コークス製造を追加し 同34年， 室蘭線追分にコー クス製造工場を新設した.この工場は
コークス窯40門をもち，その製造能力は日産50トン，従業員50名であった.この工場は，




日本製鋼所 700 77，000 ヲ| ~ 
タ 張 鉄 道 40 1，618 入 キL
" (新) 41 1，260 " 
東幌 内炭砿 40 1，600 縁 故
双栄運輸造船 6 132 " 
北海道窯 業 2 50 " 
留 萌 鉄 道 1 75 " 
帝 国 燃 料興 業 20 88 入 キL
" (新) 12 6 縁 故
夕張製鉄所 10 3，12 入 キし
日本発送電 2 44 " 
天 塩 鉄 道 66 1，667 特 定
東洋高 圧工 業 10 681 ヲ| ~ 記
北 海道開発 11 12 特 定
北海道石炭荷役 120 6_000 縁 故
北海道配 電 120 4，380 " 
一 チド
1、必旦二 船 50 10.472 " 
" (新) 50 6，025 " 
一 井 鉱 山 100 4，000 
" (新) 105 4，200 
一 井 船 舶 220 18，040 ヲl ~一茅沼 炭 化 砿業 13 686 縁 故
" (新) 18 232 " 
そ の {也 5 154 
計 1，867 I 肌加|
















表 2-3 北炭コンツェルンの形成(3) ~昭和30年代初頭~
昭和30年代初頭における北炭の系列会社一覧 (1958年9月)
資本金 北炭保有株創立年 10万円) 金 額 I持株(%比)率
メ凸主.. 業
(万円)
1950 1，920 16，977 88.4 海上輸送
27 600 2，002 33.4 " 
41 100 540 54.1 港湾荷役
36 100 518 51.8 " 
53 40 400 100.0 石炭採掘
54 44 400 100.0 " 
種
39 50 333 66.7 鉄道 ・石炭採掘
53 57 541 94.9 陸上運輸
目
北海道ガス化学 54 62 490 79.0 カーボン・ ブラック製造
北海道窯業 25 30 200 66.7 三託 業
夕張パス 50 200 690 34.5 パス営業
夕張鉄道 24 500 942 18.9 鉄道 ・パス営業
相生鉱業 53 10 50 50.0 石炭採掘
南幌内炭砿 53 50 255 51.0 " 
北海道不動産 58 3，000 30.000 100.0 不動産管理
札幌テレビ放送 58 5，000 10，000 20.0 テレビ ・ラジオ放送
新幌内砿分配所 54 20 100 50.0 従業員需用品供給





































列会社として p その支配関係を再編するのである.同時にp 道内の中小炭砿，その社線鉄
道の買収による合併，吸収さらには昭和11年「北海道人造石油会社」への三井，三菱，住
友資本との共同出資により，新たな事業への進出，すで、にのベた海外事業への投資等によ
りp 戦時経済下においてp この 「結合経営」はp 北炭コンツェルンとして，さきにのベた
表2-4 北炭の展開・総括表 (1899~1957年)
資(万本円金) 利払込益資本率 出(千炭t量) 
労働者数(人)土地所有年 度 配当率
社員 |砿員 (ha) 
1889(明22) 650 (18.3) (11.0) 4 547 756 
95( 28) 800 11.7 12.0 345 1，767 3，452 
98( 31) 1，800 18.0 15.0 546 2，466 6，994 14，128 
1906( 39) 2，700 18.5 15.0 1，142 1，080 10，209 15，129 
09( 42) " 9.6 6.5 1，254 1，164 7，588 17，419 
13(大 2) " (ー)3.5 欠損繰越 1，069 770 10，141 21，018 
8 ) 7，000 32.9 20.0 2，215 1，394 16.246 28，725 
1930(昭5) " 9.9 7.0 2，940 1，524 10，030 36.345 
35( 10) " 11.5 8.0 2，929 1，555 8，117 36，425 
40( 15) 14.000 19.5 9.0 4.233 3，627 17，900 35，386 
45( 20) 14，500 12.0 5.0 2，607 (4，632) (35，429) 38.919 
51( 26) 50，000 339.0 30.0 3，612 4，411 25.155 33，928 
57( 32) 200，0001 75.7 12.0 3，688 3，781 20，393 28.549 
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ような変質をともないつつ，新たな支配体制としての編成換えを完了させたのである.こ
のような体制は，戦後の経済民主化のなかで，一度は，解体されるのであるが， 25年
(1950) の朝鮮戦争を契機とする政策変更のなかで， これを基礎に復活し， 30年代初頭に























と， 14年から開始された導入は急増し， 16年までに13，018名に達している.(加藤:下記 p.174)これ
はf19年度16，940名に達し，総在籍者の50%を占めるに至ったj (向上 p.202)，またこのほかに， 19年
には，同じく強制連行による中国人労働者が，会社直轄で1，223名，所属の請負組(三組)を通じて789
名，計2，012名が(向上 p.204)，さ らに20年6月には，白人伴虜 310名が導入されている.
戦時国家独占資本主義下におけるこれら植民地労働力は，その重層的な「全般的労働義務制」の
「底辺に配置されJ，(同上 p.241)，f日本の労働者を『軍事艶獄』にしばりつける死垂の役割を果すも






7) この「鉄道国有法」は， ①北炭鉄道をはじめ，全国17路線の質収，②買収価格の規準， @買
収代金の支払とその方法を規定したものである. (1i'70年史.JJp.80参照)なお，この明治39年 (1906)








拒絶され，井上の退陣の 1つの契機となった. (奥山亮『新選北海道史』 ・1i'70年史dJp.77参照)
9) 大正期の資料はないが，例えば昭和 8~13年の隠の石炭の業種別販売高では，製鋼，製鉄
(当時の道内の大口は日本製鉄と日本製鋼の 2社)および煉炭 ・コークスを合せても， 16~20%でしか
ない.しかし13年以降の戦時下においては， 13年45，14年50，15年46，16年49%とその比率は急増し
ている.(1i'70年史dJp.159第21表および p.447第106表参照)


















た独占組織で， トラストをもふくむばあいがある.日本の財閥はコンツェルンの一種である J (Ii'社
会科学辞典dJp.109，新日本出版， 1978)なお，この北炭の初期コンツェノレンは i官業のはらいさげそ
の他天皇制服府の特権的保護をうける致商として独占的地位をしめ中略~，その一族を頂点に，









むと共に価格の騰勢を牽制する処ありたり J (傍点有永， p.256)としている.また F北炭
412 
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万石が29年には10.3万石， 30年には18.5万石， 31年25.9万石と急増しその石当 り単価は，

















収穫スルコ トトシJ (以上傍点はいずれも有永，向上)がその山林経営の基木方針 で あっ
た.
以上のよ うに， この巨大所有への志向は，炭砿資材としての杭木材確保を，当面の直接
的契機とするが，基本的にはp その土地経営にあった 後述するよう に当時の炭砿経営に
おいて，抗木需要それ自体はp 大きな位置をしめず，結果的にはその 「砿山備林」と して
























すでに1章で、のべたように， 国有未開地処分法は旧法ではp その植樹地処分は 1人につ
き200万坪 (666町歩)と制限され r会社叉ノ、組合」 に対してこの2倍までを限度として
いた. (勅令第98号「北海道国有未開地処分法第3条ニ依レル貸付地ノ面積J (前掲『北海
道農地改革史上.iJp.580) 













漸次当社の所有に移されたJ (傍点は有永，向上 p.14~15 ) のであっ た.こうした 「名義
借り」は，北炭に限らず，当時の大地積処分にともなう「常例J=常套手段であり，その
巨大所有形成の重要な方法であった.さらに， 41年の改正法は，その対象面積を鉱大した

































地 種 別 面 積
山(植樹地林fl肋仏 ノロ』
|日 付 与 16，756 662 18，906 
貝同 収 349 436 53 838 19，944 
法 所管換 199 199 
改 払下げ 1，166 988 2，154 
正 買 収 2，236 2，236 6，845 
法 所管換 2，453 2，453 
国払 直接払下げ 3，332 3，332 
有林下 買 収 2，474 2，474 7，542 
野げ 所管換 1，734 1，734 
合計 30，502I 三110I 715 I / 34，331 













社所 そ 山 農 そ
者吾
末
正 有払 叫| 管 の 言十 の 計
ノ向ヨ、
開分法 左法 林い 林 内換 他 林 地 イ出
第 1 期
1898~ 1917 18，906 3.150 2，74 767 25，567 25，567 25，569 
(明31~大 6)
第 2 期
1 918~1934 1.504 182 5，319 4，68 621 1，75 940 490 195 1，625 10，130 35，6側
(大 7 ~昭 9) 
第 3 期
1935~ 1942 3，041 829 5 3，875 3，347 727 68 4，1421 267 35，430 
(昭10~昭17)
第 4 期 (ー )
1943~1950 3，G81 13 3，794 32 4，173 397 35，049 
(昭18~昭25)
第 5 期 (一6)，49 1951~1957 8 192 20 4，853 1，50 346 6，69 28，549 
(昭26~昭31) ?
農地改革前
~1946 18，906 1，504 3，2 14，785 6，284 1，397 263 5，959 38，919 
(昭21)













在 していたのであった. なお r栄林会」資料によると， '70年代後半(昭和51年， 1976) 
における北炭山林 (北炭農林)の所有林野は，12，532haであり， そのうち人工林は 2，495
haにすぎない. '60年代以降のエネルギー革命の進行による石炭産業の解体， 再編のな か
416 
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で，北炭の所有林野は，その資産として位置付けられ，担保物件あるいは売払いによっ
てp 除々にその巨大所有を処分していくのであるがp その大半は，同系列の三井観光開発
株式会社(社長・萩原吉太郎「元北炭本社社長J) に移管されている. 因みに， この三井
観光開発KKの同じく51年における所有面積は， 10，805 ha，うち人工林は4，102haであり，
北炭の戦前期より引きついだ造林地の過半近くがp その新たな資本の所有となっているの
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供給を受けることができたJ (Ii'北炭山林史dJp. 10)のであるが，明治28年 (1895)頃にな
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が社用に供給され，まさに「社有林」としての役割を果たすことになっている.これにつ
いて，1f'70年史』は， 118年 (1943) には東北地方林材の県外移出が禁ぜられたので，道内
炭砿は例外なく坑木餓鐘に直面した.この時代のささえとなったものこそ，多年育成した
山林であって P 他社の狼狽をよそに紳々として当面の窮境状態を乗切ることができたので、








年 度 制総伐採量|倒社附量 lzx100 |同左補正値
(千石) 9 (千石)
明治 33~ 41年 1，157 
大正 2~ 6年 191 ワ
大正 7~昭和 9 年 3.253 244 7.5 11.5 
昭 和 9~ 17年 1.513 256 16.9 26.0 
昭和 18~ 25年 1.868 1.102 59.0 90.8 
昭和 25~ 32年 763 138 18.0 27.9 






年度 入荷総量 社有林材供給 量 総 計|坑 木 l製材原木
昭和12~17年 (千石)1 5AI 5s 1 32 
18 1.150 128 11.3 11.5 9.0 
19 1.270 165 12.9 12.9 13.6 
20 736 247 33.6 34.3 25.5 
21 500 158 31.6 33.1 21.3 
22 909 160 17.7 17.3 23.7 
23 1，125 143 12.7 12.8 11.6 
24 838 105 12.3 12.8 72 
25 744 73 9.7 9.5 13.0 
26~32年 3ω 166 1 4.3 1 7.5 
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要因のーっともなっている.







3)船越は r封建制の徹底的な解体なしに資本制社会に移行する後進資本主義国家 でも， 国家
的林野所有を基礎に，木材需要と林業生産力の飛離を国みずからの課題とし，早熟的に育林生産に移





年 (1897)における治水三法の 1つと しての森林法であり ，その具体的展開が， 国有林特別経営事業
(同32年).森林治水事業(同44年)とこれに連動した「部落有林野統一事業j (同43年内務 ・農商務両






審議経過で1.5門に修正されている. (Il'北海道農地改革史上』前掲 p.109および p.177~178参照)

















うであった. この昭和11~1 3年の比重の増大は国有林材の価格上昇に対応するものであった. (Il'王子
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製紙山林事業史』 農林出版;1976， p. 294~297参照，執筆担当，安藤嘉友)
注) 3ー 7付表 紙・ パルプ産業における社有林材の位置(北海道王子製紙)
年 度 |塁 調達主 |品林材ふ 年 度 総原調達量木 I社同有林材比左率
(千石) (%) (千石) (%) 
(昭9)1934 1，820 11.2 1942 2，628 18.2 
35 2.166 19.1 43 1，992 20.8 
36 2.053 34.8 44 1，746 13.8 
37 1，904 28.5 (昭20) 45 1，078 12.9 
38 2，155 29.5 46 1，086 12.7 
39 1，842 16.9 47 1，443 15.8 
40 1，658 19.4 48 1，717 14.7 
41 2，510 15.8 49 1，918 16.5 





8) この 「吸着」と 「収奪」については，奥地正「現代日本資本主義と林業 ・山村J (林業構造
研究会編 r日本経済と林業 ・山村問題』東大出版，1978，所収)p.4参照
9) r寄生」 については，向上および拙稿「地域林業政策と山村・ 固有林問題J ("'林業経済dlNo. 
428， 1984年6月)参照.
Summary 
1. Purpose of Study 
The purpose of. this study is in the analysis of the problem of land-ownership 
in the modern capitalism of Japan. 
2. Object of Study 
The object of this study is the land-ownership of HOKUTAN Co. which is 
one of the largest in J apan and Hokkaido. 
3. Composition of this paper 
This study constructs 7 chapter. It is wirtten 3 chapter in this paper and 
another will be printed in next. 
1) Historical formation of land-ownership in Japan and Hokkaido. 
2) Foundation and historical development at HOKUTAN Co. 
3) The historical formation of the land-ownership in HOKUTAN Co. 
4) The base of historical development in this Iand-owners-management. 
5) Business at historical development of its land-owners-management. 
6) Summarization 
7) Histrical material for this study. 
4. Conclusion of this paper 
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The auther analyzed the historical formation of the largest land-ownership in 
connection with its system in Hokkaido and the development of HOKUTAN Co. 
Its historical base are explained as feudalistic relations of production under the 
landowners economy. 
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